令和　　年　　月　　日	Comment by 社会連携課: 提出日をご記入ください（契約締結日以前の日付）。ご提出前に社会連携課に確認をお願いいたします。
また、コメントもよくご確認の上、記載をお願いいたします。

国立大学法人佐賀大学
部局長　殿	　	Comment by 社会連携課: 所属部局長を書く欄です（記載例：理工学部長、海洋エネルギー研究所長）。

	住所
	

	機関名
	

	代表者名	Comment by 社会連携課: 押印不要ですのでPDFにて提出をお願い致します。
	




共 同 研 究 申 込 書

　このたび、貴学における「民間機関等との共同研究取扱規程」により、下記について共同研究いたしたく申込みます。

記

	甲
	国立大学法人佐賀大学

	乙	Comment by 社会連携課: 共同研究機関が３者以上の場合は、（丙）、（丁）等追加してください（以下項目も同様）。
	
	区分（注１）：

	１．研究題目
	

	２．研究概要・目的	Comment by 社会連携課: 記載内容をもとに受入部局で共同研究受入の可否を判断しますので、可能な限り詳細にご記入ください。
	全体：


甲：

乙：


	３．研究期間
	契約締結日　～　令和　年　月　日

	４．共同研究担当者等
※印：研究代表者
	区分
	氏名
	所属・職名
	役割

	
	甲
	※


	

	


	
	乙
	※


	

	


	
	
	【民間等共同研究員】（注２）	Comment by 社会連携課: 該当者がいない場合は空欄でお願いいたします。

	
	
	氏名
	所属・職名
	役割

	
	
	
	
	

	
	
	派遣期間：令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	５．研究経費等	Comment by 社会連携課: 特別試験研究費税額控除制度の利用をご希望の場合は、直接経費の内訳を記載する必要があります。その際は別の雛形を使用しますので社会連携課までご連絡ください。
（研究期間終了後に直接経費の内訳を記載する必要があることが判明し、変更契約をした事例もございますので、ご注意ください。）
	直接経費	Comment by 社会連携課: 研究料を含める
	　　　　　　　　円

	
	間接経費（直接経費の30％）	Comment by 社会連携課: 令和６年４月１日より、間接経費３０％となりました。
	　　　　　　　　円

	
	合計
（うち消費税額及び地方消費税額）
	　　　　　　　　円
（　　　　　　 　　　円）

	６．支払方法等
	☑一括払い（支払期限：契約締結日が属する月の翌月末）	Comment by 社会連携課: 契約締結日が属する月の翌月末を基本としておりますが、ご希望に応じて記入ください。
その場合、万が一延滞金が発生した際にその計算を正確なものにするため、可能な限り、納付期限が請求書受領日基準にならないように配慮いただけますと幸いです。
（例：請求書を受領した日から３０日）
□分割払い（以下に支払回数等を記載する）

	
	回数
	支払期限
	金額

	
	
	
	円

	７．研究実施場所
	甲：

	
	乙：

	８．提供設備
	名称
	型番
	数量

	
	
	
	

	９．秘密保持義務の有効期間
	本契約期間中及び本契約終了日の翌日から起算して３年間

	１０.学内取引での支出（注３）
	□可
□否

	１１.特記事項	Comment by 社会連携課: 契約締結日や請求書発行日の希望があればご記入ください。
その他特記事項がない場合は「特になし」とご記入ください。
※契約締結日の希望がない場合、本学決裁日を契約締結日とさせていただきます。支払い期限に関わる場合もありますのでご確認ください。
	



本共同研究費の原資が国又は独立行政法人等の補助金・委託事業費等の場合は以下もご記入ください。
	１２.交付元
	［所管省庁等］

	１３.事業等の名称
	
	□補助金
□委託事業費

	１４．競争的研究費の該当（注４）
	□該当する　　□該当しない







（注１）
「大企業」、「中小企業」、「大学等発ベンチャー」、「国」、「独立行政法人等」、「公益法人等」、「地方公共団体」、「外国政府機関」、「外国企業」、「その他」の中から該当する区分をご記入ください。

＜詳細＞
	中小企業
（↔大企業）
	下図において、資本金または従業員数の基準を満たすものをいいます。
大企業は中小企業以外の企業をいいます。

	
	業種分類
	資本金
	従業員数

	
	製造業その他
	３億円以下
	３００人以下

	
	卸売業
	１億円以下
	１００人以下

	
	サービス業
	５千万円以下
	１００人以下

	
	小売業
	５千万円以下
	５０人以下

	独立行政法人等
	独立行政法人、地方独立行政法人、国立研究開発法人等

	外国企業
	外国において設立された法人の支店、営業所などで、会社法（平成17年法律第86号）の規定により日本で登記したものをいいます。なお、国内に設立された会社で、外国人が経営する会社や外国の資本が経営に参加しているいわゆる外資系の会社は、外国企業ではありません。

	公益法人等
	一般財団法人、一般社団法人、公益財団法人、公益社団法人等、
「法人税法別表第二」に記載がある法人（ただし、大学は除く）。


	その他
	国立大学法人、私立大学、公立大学法人、学会、NPO法人等



（注２）
民間等共同研究員とは、民間機関等において現に研究業務に従事しており、共同研究のために在職のまま本学に派遣される者をいいます。１人の派遣期間６か月ごとに２２０，０００円の研究料が必要です（月割り計算なし）。

（注３）
学内で共用されている機器や研究支援に学内利用料が設定されているものがあり、それに対して本研究費から支出しても良いかを確認するものになります。例)学内における実験動物飼育経費、施設利用料（室料）、機器使用料等

（注４）
競争的研究費の定義については、内閣府のウェブサイト（https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/）をご参照ください。

（注５）佐賀大学は、産学連携推進の実績として、また、教育研究活動の成果として、本学で受け入れを行った「共同研究」について、①民間機関等の名称、②研究題目、③本学の研究代表者名（所属・職名を含む）、④金額を公表することがございます。



別　　　紙




民間機関等事務連絡先



住所　　　　　　〒
機関名　　　　　
担当部課　　　　
担当者氏名　　　
ＴＥＬ（内線）　
E-mail　　　　　

※契約書・請求書等送付先と異なる場合はそれぞれ記載をお願い致します。




＊連　絡　先
担当部課      学術研究部　社会連携課
産学連携・知財主担当
共同・受託研究契約担当窓口
〒840-8502　　佐賀県佐賀市本庄町１番地
ＴＥＬ　　　　０９５２－２８－８９６６
E-mail　　　　kyoju@mail.admin.saga-u.ac.jp

